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１ 令和６年第３回神奈川県議会定例会（11月25日・12月５日提案分）提出 

議案件数調 

(1) 予  算 

区  分 

件  数 

その３ 

(11月補正予算) 

その４ 

(12月補正予算) 
計 

一  般  会  計 １ １ ２ 

特  別  会  計 ２ － ２ 

企  業  会  計 ３ － ３ 

合 計 ６ １ ７ 

(2) 条例その他

区 分 
件  数 

その４ その５ 計 

条 例 の 制 定 １ － １ 

条 例 の 改 正 １５ ５ ２０ 

工 事 請 負 契 約 の 締 結 １ － １ 

工 事 請 負 契 約 の 変 更 １ － １ 

動 産 の 取 得 １ － １ 

指 定 管 理 者 の 指 定 １ － １ 

指 定 管 理 者 の 指 定 の 変 更 １ － １ 

そ の 他 ３ － ３

合 計 ２４ ５ ２９ 
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２ 令和６年度11月補正予算・12月補正予算会計別集計表
（単位 千円） 

会 計 別 前回までの累計額 
今回補正額 

合 計 額 
11月補正予算 12月補正予算 計 

一 般 会 計 2,121,604,905 44,000 18,444,213 18,488,213 2,140,093,118 

特 別 会 計 2,247,137,608 997,274 － 997,274 2,248,134,882 

企 業 会 計 160,320,680 － － － 160,320,680 

合 計 4,529,063,193 1,041,274 18,444,213 19,485,487 4,548,548,680 

（参考） 前年度（令和５年度）の状況   （単位 千円） 

会 計 別 前回までの累計額 
補正額 

合 計 額 
11月補正予算 12月補正予算 計 

一 般 会 計 2,295,032,282 15,200 20,038,552 20,053,752 2,315,086,034 

特 別 会 計 2,256,178,763 － － － 2,256,178,763 

企 業 会 計 163,885,463 － － － 163,885,463 

合 計 4,715,096,508 15,200 20,038,552 20,053,752 4,735,150,260 
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(1) 令和６年度神奈川県一般会計11月補正予算局別財源調書
（単位　千円）

繰越金
5,0005,000

備　考局　　別

財　　源　　内　　訳

県　債
一　般
財　源

諸収入
国　庫
支出金

予 算 額

44,000

44,000

繰入金

合　計

寄附金
財　産
収　入

使用料
及　び
手数料

分担金
及　び
負担金

産業労働局 5,00039,000

39,000
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(2) 令和６年度神奈川県一般会計12月補正予算局別財源調書
（単位　千円）

繰越金
合　計

293,001

教育委員会 9,886,934 1,567,072 3,952 8,315,910

県土整備局 293,001

237,891

56,812

237,891

357,027

地方交付税

357,027

9,139,414

129,970

16,868,5268,6151,567,07218,444,213

7,729,112

局　　別

財　　源　　内　　訳

県　債
一　般
財　源

諸収入
国　庫
支出金

予 算 額
繰入金寄附金

財　産
収　入

使用料
及　び
手数料

分担金
及　び
負担金

政 策 局

5,984,797警 察 本 部

294,969

127,300

総 務 局 1,023,961

文化スポー
ツ 観 光 局

福祉子ども
み ら い 局

健康医療局

環境農政局

127,300

2,492 1,021,469

51,551

56,812

2,171

備　考

5,982,626

産業労働局 129,970

くらし安全
防 災 局

51,551

294,969
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(3) 令和６年度神奈川県特別会計11月補正予算会計別財源調書
（単位　千円）

685,000

27,221 685,000合　計 997,274 285,053

会　計　名 予 算 額

財　　源　　内　　訳

財　産
収　入

繰入金
事　業
収　入

諸収入

県 営 住 宅
事 業 会 計

997,274 285,053 27,221

備　考
国　庫
支出金

分担金
及　び
負担金

使用料
及　び
手数料

県　債 繰 越 金
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　一 般 職

　　１　総　　括

（１） 常勤職員

（２） 会計年度任用職員

３　令和６年度一般会計12月補正予算給与費明細書について

区 分 職員数 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計 備 考
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後 54,649 223,575,650 210,097,903 433,673,553 78,564,750 512,238,303

補 正 前 54,649 216,309,108 201,739,783 418,048,891 77,440,182 495,489,073

比 較 0 7,266,542 8,358,120 15,624,662 1,124,568 16,749,230

給 与 費

区 分 地域手当
特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

休日勤務
手 当

夜間勤務
手 当 期末手当 勤勉手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補正後 28,576,837 4,681,796 13,859,489 5,887,350 3,243,978 54,349,307 45,338,611

補正前 27,465,630 4,680,178 13,412,646 5,686,063 3,133,426 51,481,721 42,768,491

比 較 1,111,207 1,618 446,843 201,287 110,552 2,867,586 2,570,120

職員手当の

内 訳

農 林 漁 業
普及指導手当 退 職 手 当

(千円) (千円)

23,780 32,251,019

22,869 31,203,023

911 1,047,996

区 分 職員数 報 酬 職員手当 計 共 済 費 合 計 備 考
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後 5,793 15,561,818 4,680,829 20,242,647 2,445,559 22,688,206

補 正 前 5,793 14,436,938 4,213,432 18,650,370 2,342,853 20,993,223

比 較 0 1,124,880 467,397 1,592,277 102,706 1,694,983

備考　　職員数は、１週間当たりの勤務時間を29時間に換算したもの。

給 与 費
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　２　給料及び職員手当の増減額の明細

　　（一般職員）

区 分 増 減 額 備 考

千円 千円

給 料 870,255
給与改定に
伴う増加分 870,255

職員手当 1,127,320
制度改正に
伴う増加分

442,475 地域手当 151,454千円

期末手当 143,802千円

勤勉手当 147,219千円

275

その他の増
減分

684,845

414,111千円

270,734千円

その他の増分

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

期末・勤勉手当の増分

 給与改定の実施時期　令和６年４月１日

 給料の改定率　2.36％

 地域手当

 　支給率　　12.35%（改定前　12.21％）

支給率（月分）

管理職手当１種～３種の職員以外の者

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 1.0250 1.0750 2.100

改定前 1.0250 1.0250 2.050

比　較 0.0 00 0.0500 0.050

管理職手当１種～３種の職員

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 1.2250 1.2750 2.500

改定前 1.2250 1.2250 2.450

比　較 0.00 0 0.0500 0.050

定年前再任用短時間勤務職員

（暫定再任用職員を含む）

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 0.4875 0.5125 1.000

改定前 0.4875 0.4875 0.975

比　較 0. 000 0.0250 0.025

 勤勉手当

支給率（月分）

管理職手当１種～３種の職員以外の者

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 1.2250 1.2750 2.500

改定前 1.2250 1.2250 2.450

比　較 0.0 00 0.0500 0.050

管理職手当１種～３種の職員

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 1.0250 1.0750 2.100

改定前 1.0250 1.0250 2.050

比　較 0. 000 0.0500 0.050

定年前再任用短時間勤務職員

（暫定再任用職員を含む）

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 0.6875 0.7125 1.400

改定前 0.6875 0.6875 1.375

比　較 0. 000 0.0250 0.025

 期末手当
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　　（警察職員）

区 分 増 減 額 備 考

千円 千円

給 料 2,308,082
給与改定に
伴う増加分

2,308,082

職員手当 2,983,831
制度改正に
伴う増加分

1,005,094 地域手当 294,350千円

期末手当 355,560千円

勤勉手当 355,184千円 275

58 79

その他の増
減分

1,978,737 期末・勤勉手当の増分

1,093,556千円

その他の増分

885,181千円

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

支給率（月分）

管理職手当１種～３種の職員以外の者

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 1.0250 1.0750 2.100

改定前 1.0250 1.0250 2.050

比　較 0.0 00 0.0500 0.050

管理職手当１種～３種の職員

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 1.2250 1.2750 2.500

改定前 1.2250 1.2250 2.450

比　較 0.00 0 0.0500 0.050

定年前再任用短時間勤務職員

（暫定再任用職員を含む）

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 0.4875 0.5125 1.000

改定前 0.4875 0.4875 0.975

比　較 0. 000 0.0250 0.025

 勤勉手当

 給与改定の実施時期　令和６年４月１日

 給料の改定率　2.36％

 地域手当

 　支給率　　12.35%（改定前　12.21％）

支給率（月分）

管理職手当１種～３種の職員以外の者

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 1.2250 1.2750 2.500

改定前 1.2250 1.2250 2.450

比　較 0.0 00 0.0500 0.050

管理職手当１種～３種の職員

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 1.0250 1.0750 2.100

改定前 1.0250 1.0250 2.050

比　較 0. 000 0.0500 0.050

定年前再任用短時間勤務職員

（暫定再任用職員を含む）

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 0.6875 0.7125 1.400

改定前 0.6875 0.6875 1.375

比　較 0. 000 0.0250 0.025

 期末手当
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　　（教育職員）

区 分 増 減 額 備 考

千円 千円

給 料 4,088,205
給与改定に
伴う増加分

4,088,205

職員手当 4,246,969
制度改正に
伴う増加分

1,749,266 地域手当 665,403千円

期末手当 543,974千円

勤勉手当 539,889千円 275

58

その他の増
減分

2,497,703 期末・勤勉手当の増分

1,844,411千円

その他の増分

653,292千円

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

 給与改定の実施時期　令和６年４月１日

 給料の改定率　2.36％

 地域手当

 　支給率　　12.35%（改定前　12.21％）

支給率（月分）

管理職手当１種～３種の職員以外の者

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 1.2250 1.2750 2.500

改定前 1.2250 1.2250 2.450

比　較 0.0 00 0.0500 0.050

管理職手当１種～３種の職員

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 1.0250 1.0750 2.100

改定前 1.0250 1.0250 2.050

比　較 0. 000 0.0500 0.050

定年前再任用短時間勤務職員

（暫定再任用職員を含む）

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 0.6875 0.7125 1.400

改定前 0.6875 0.6875 1.375

比　較 0. 000 0.0250 0.025

 期末手当

支給率（月分）

管理職手当１種～３種の職員以外の者

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 1.0250 1.0750 2.100

改定前 1.0250 1.0250 2.050

比　較 0.0 00 0.0500 0.050

管理職手当１種～３種の職員

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 1.2250 1.2750 2.500

改定前 1.2250 1.2250 2.450

比　較 0.00 0 0.0500 0.050

定年前再任用短時間勤務職員

（暫定再任用職員を含む）

区　分 ６　月 12 月 計

改定後 0.4875 0.5125 1.000

改定前 0.4875 0.4875 0.975

比　較 0. 000 0.0250 0.025

 勤勉手当
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　４　令和６年度一般会計11月補正予算地方債について

千円 千円 千円 千円 千円

（19,465,000） 〔121,569,935〕
（19,465,000） 77,802,000 128,757,378

〔1,134,415,320〕 〔1,083,820,146〕 - 〔1,059,556,211〕
39,000 - 

〔121,569,935〕
77,841,000 128,757,378

〔2,637,841〕
578,000 1,673,001

〔31,260,845〕 〔29,200,831〕 〔27,225,990〕
- - 

〔2,637,841〕
578,000 1,673,001

〔1,689,984〕
1,155,000 969,257

〔17,482,358〕 〔16,056,942〕 〔15,666,958〕
- - 

〔1,689,984〕
1,155,000 969,257

〔1,169,039〕
62,000 1,001,590

〔6,212,456〕 〔5,476,646〕 〔4,369,607〕
- - 

〔1,169,039〕
62,000 1,001,590

〔7,062,118〕
2,726,000 8,711,075

〔59,150,198〕 〔54,031,210〕 〔50,538,092〕
- - 

〔7,062,118〕
2,726,000 8,711,075

〔80,842,259〕
49,528,000 90,556,339

〔722,491,982〕 〔682,254,415〕 〔665,353,156〕
- - 

〔80,842,259〕
49,528,000 90,556,339

〔4,584,274〕
3,702,000 2,908,031

〔53,919,883〕 〔54,058,445〕 〔53,772,171〕
- - 

〔4,584,274〕
3,702,000 2,908,031

〔11,939,616〕
13,826,000 10,905,683

〔157,916,880〕 〔163,321,924〕 〔167,830,308〕
- - 

〔11,939,616〕
13,826,000 10,905,683

〔11,644,804〕
6,225,000 12,032,402

〔85,980,718〕 〔79,419,733〕 〔74,799,929〕
39,000 - 

〔11,644,804〕
6,264,000 12,032,402

- 〔398,158〕
（23,000） 583,000 146,215

〔5,706,742〕 〔5,456,370〕 - 〔5,664,212〕
- - 

〔398,158〕
583,000 146,215

〔180〕
- - 

（3,000） 〔2,820〕 〔2,640〕
- - 

〔180〕
- - 

〔99,654〕
234,000 40,880

〔1,386,003〕 〔1,370,093〕 〔1,527,439〕
- - 

〔99,654〕
234,000 40,880

〔298,324〕
349,000 105,335

〔4,317,739〕 〔4,083,457〕 〔4,134,133〕
- - 

〔298,324〕
349,000 105,335

19,635,556
補　正　額

補正前の額

計

補　正　額

計

（761,000）

計

補　正　額

補正前の額（596,000）

104,317,664

補正前の額（2,622,000）

補　正　額

194,263,242

99,310,262

199,805,559

補　正　額

補正前の額

計

補　正　額

補正前の額

補　正　額

補正前の額

計

補正前の額

962,374,708

65,032,415

補　正　額

73,642,984

補正前の額

計

計

（85,000）

（145,000）

34,185,56435,195,565

計

935,759,369

68,500,909

6,146,455

66,422,384

19,860,259 19,304,813

7,870,775

前 前 年 度 末
現 在 高

補　正　額

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

1,490,815,486

35,786,968

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

補正前の額

土木

7,086,045

（843,000）

（14,413,000）

(7)

(5)

農林水産(4)

(3)

(8) その他

教育

警察
61,853,881

184,643,843

(6)

106,968,169

　　地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

普通債１
1,429,766,058

計

(1)

当 該 年 度 末
現在高見込額当該年度中元

金償還見込額

1,461,217,436

前年度末現在
高 見 込 額

6,174,762

1,470,027 1,501,136

3,000

4,454,506

1,717,256

計

補　正　額

3,000 

計
4,327,249 4,210,841

（23,000）

区 分

民生

労働

衛生(2)

5,800,276 5,714,977

計

補正前の額

補　正　額
3,000 

補正前の額

２

(2)

(3)

災害復旧債

土木

農林水産

997,145,661

76,685,930

(1) 総務

補　正　額

計

- 

補正前の額

補　正　額

補正前の額
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千円 千円 千円 千円 千円

〔164,607,585〕
30,000,000 179,348,080

〔2,043,888,795〕 〔1,941,933,039〕 〔1,807,325,454〕
- - 

〔164,607,585〕
30,000,000 179,348,080

〔13,088,933〕
- 28,230,375

〔66,109,373〕 〔54,149,318〕 〔41,060,385〕
- - 

〔13,088,933〕
- 28,230,375

〔2,023,450〕
- - 

〔9,289,475〕 〔7,266,025〕 〔5,242,575〕
- - 

〔2,023,450〕
- - 

〔8,384,702〕
- 5,833,222

〔113,764,220〕 〔105,549,398〕 〔97,164,696〕
- - 

〔8,384,702〕
- 5,833,222

〔140,616,548〕
30,000,000 144,970,531

〔1,846,444,342〕 〔1,767,048,578〕 - 〔1,656,432,030〕
- - 

〔140,616,548〕
30,000,000 144,970,531

（7,772）
- 7,772

（47,537） （40,052） （32,280）
- - 

（7,772）
- 7,772

〔486,180〕
- 306,180

〔8,233,848〕 〔7,879,668〕 〔7,393,488〕
- - 

〔486,180〕
- 306,180

〔286,575,678〕
108,385,000 308,251,673

39,000 - 
〔286,575,678〕

108,424,000 308,251,673
備考 １ （　）内の金額は外書きで、次年度への繰越額を示す。

２ 〔　〕は満期一括償還に係る積立額を元金償還見込額に含めた額を示す。

〔3,184,010,857〕合        計 〔2,872,545,877〕

2,303,269,854

前年度末現在
高 見 込 額

2,578,143,963 2,494,506,147

減税補塡債

臨時財政対策債

計

3,781,098,8873,961,438,560

補　正　額

（19,488,000）

〔3,031,209,555〕

計

2,243,331,195 2,128,360,664

その他３

(4)

(2) 臨時税収補塡債

(3)

(1)

補正前の額

補　正　額

計

減収補塡債

4,074,759,725

補正前の額

計

計

補　正　額

2,345,158,067

当 該 年 度 末
現在高見込額

前 前 年 度 末
現 在 高

区 分 当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当該年度中元
金償還見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

計

補　正　額

補正前の額

86,472,980131,744,625

116,405,099 110,060,877

114,703,355

18,395,000 18,395,000

104,227,655

補正前の額

補正前の額

(6) 調整債 補　正　額

(5) 枠外債 補　正　額

8,281,848       7,975,668

補　正　額

補正前の額

補　正　額

32,280
計

18,395,000

補正前の額

7,669,488
計

補正前の額

47,537 40,052
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【議案（条例その他 その４） 定県第108号議案】 

５ 地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営

利活動法人等を定める条例の一部を改正する条例の概要 

（1） 改正の趣旨

個人県民税の税額控除の対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活

動法人を指定等するため、所要の改正を行うものである。 

(2) 改正の内容

個人県民税の税額控除の対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活

動法人として、１法人を新たに加えるほか、３法人について、控除対象

期間を更新するなど、所要の規定の整備を行う。（別表関係） 

(3) 施行期日

令和７年１月１日。ただし、控除対象期間の更新以外については、公

布の日。 
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【議案（条例その他 その４） 定県第109号議案】 

６ 神奈川県条例等の公布に関する条例の一部を改正する条例の概要 

(1) 改正の趣旨

神奈川県規則の公布に関し、知事の署名を廃止するため、所要の改正

を行うものである。 

(2) 改正の内容

神奈川県規則を公布する際の知事の署名について、条例の公布を準用

する規定を削除する。（第３条関係） 

(3) 施行期日

令和７年１月１日
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【議案（条例その他 その４） 定県第112号議案】 

 

７ 収入証紙に関する条例の一部を改正する条例の概要【政策局関係】 

 

(1) 改正の趣旨 

   収入証紙の利用を終了する手数料について、収入証紙以外の方法によ 

る徴収とするため、所要の改正を行うものである。 

 

(2) 改正の内容 

特定住宅用地認定申請手数料など、２件の手数料を削除する。（別表 

の２ 手数料関係） 

 

(3) 施行期日及び経過措置 

ア 施行期日 

令和７年４月１日 

  イ 経過措置 

(ｱ) この条例の施行の日前に証紙による収入の方法により徴収した

(2)の規定による改正前の収入証紙に関する条例別表の２ 手数

料の表に規定する手数料（(2)の規定による改正後の収入証紙に

関する条例別表の２ 手数料の表に規定する手数料を除く。以下

この項及び(3)イ(ｲ)において「廃止手数料」という。）に係る証

紙と知事が認めたものについては、令和８年３月31日までの間に

限り、廃止手数料の納付のために使用することができる。 

(ｲ) 廃止手数料の納付のために販売された証紙と知事が認めたもの

（消印されたもの又は著しく汚染し、若しくは損傷したものを除

く。）は、令和８年３月31日までに申請したときに限り、県に返

還して現金の還付を受けることができる。 

(ｳ) (3)イ(ｲ)の規定により還付を受ける者（収入証紙に関する条例

第５条第１項に規定する販売者を除く。）については、同条例第

７条第２項の規定は、適用しない。 
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令和７年３月末に収入証紙の利用を終了する手数料一覧 

政策局関係 

名称 

特定住宅用地認定申請手数料 

譲渡予定価額審査手数料 

参考 
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